
 
 



 
 

編集後記：2022 年も残すところあとわずかとなりました。昨年以上
に国内外で様々な出来事があった１年でしたが、皆様から変わらぬ
ご愛顧をいただき、職員⼀同⼼より御礼申し上げます。新しい年が
皆様にとりまして幸多き年となるようお祈りいたします。2023 年も
どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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TOPICS 
これからの企業戦略として検討したい「健康経営オフィス」

づくり 

◆社内環境の整備が企業価値・収益の向上に繋がる 

 「健康経営オフィス」という言葉をご存じですか？ 経

済産業省の定義によれば、健康経営オフィスとは、「健

康を保持・増進する行動を誘発することで、働く人の心

身の調和と活力の向上を図り、ひとりひとりがパフォー

マンスを最大限に発揮できる場」のことです（同省「健康

経営オフィスレポート」）。 

 オフィスは従業員が日々、多くの時間を過ごす場所で

あり、そこでの働き方が従業員の健康に及ぼす影響は

少なくありません。オフィス環境を整備することで、従業

員の健康の保持・増進と健康的な働き方が可能になれ

ば、企業価値と収益性も向上します。そのために実現

を目指すべきが健康経営オフィスであり、現在、これに

戦略的に取り組もうとする企業が増えています。 

 

◆健康経営オフィスを実現するための取組み 

 健康経営オフィスを実現するためには、従業員が健

康の保持・増進につながる行動を日常的に行えるよう、

オフィス環境を整備することが求められます。 

 具体的に、オフィス環境において従業員の健康を保

持・増進する行動は、大きく、「快適性を感じること」「コミ

ュニケーションすること」「休憩・気分転換すること」「体を

動かすこと」「適切な食行動をとること」「清潔にすること」

「健康意識を高めること」の７つに分類できるとされてい

ます。こうした行動を導くため、什器・レイアウト・内装な

どの空間面や、照明・空調などの設備面、ＩＣＴ・インフラ

などの情報面、そして制度・ルールなどの運用面に着

目して、オフィスの整備を行っていくことになります。 

 

◆できるところから取組みを始めてみましょう 

 オフィスの整備というと「お金も時間もかかる」と思われ

がちですが、企業の実例をみてみると、たとえば快適性

を感じられるようにするために「ブラインドを上げて太陽

の光を取り入れる時間帯をつくる」、休憩・気分転換で

きるように「リラックスタイムを設ける」、体を動かすために

「立ち仕事スペースをつくる」など、すぐに実施できそう

な取組みも多数見つけることができます。企業にとって

も従業員にとってもメリットの大きい、健康経営オフィス

実現のための取組みを始めてみませんか。 

         

                 

   

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■２０２３年４月１日より、中小事業主も月６０時間超えの

時間外労働割増率が５割以上に 

◆猶予措置の廃止 

2023 年 4 月 1 日から、月 60 時間を超える時間外

労働に対する割増賃金率を「5 割以上の率」とする

規定が、中小事業主にも適用されることになりまし

た。もともと、使用者が時間外または休日労働させ

た場合には、2 割 5 分以上 5 割以下の率で計算した

割増賃金を支払わなければなりませんでしたが、

2010 年 4 月 1 日施行の改正により、月 60 時間を超

えた場合は、5 割以上の率で計算した割増賃金を支

払わなければならないとされていました。 

ただし、この改正は中小事業主（労働者の数が 300

人（小売業については 50 人、卸売業またはサービス

業については 100 人）以下）である事業主には適用

が猶予されていたのですが、2023 年 4 月 1 日からは

適用されることになりました。 

 

◆代替休暇の規定も適用 

中小事業主にも月 60 時間を超える時間外労働に

対する割増賃金率を５割以上の率とする規定が適用

されることに伴い、「代替休暇」の規定も適用され

ることになります。 

代替休暇とは、１カ月に 60 時間を超えて時間外労

働を行わせた労働者について、労使協定により、法

定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払いに代え

て、有給の休暇を与えることができるものです。労

使で協定すべき事項としては、月 60 時間を超えて労

働させた時間数に対して、何時間の代替休暇を与え

るかという計算方法や、代替休暇の単位（１日また

は半日）などがあります。 

そのほか、制度の導入に際しては、個々の労働者

が実際に代替休暇を取得するか否かは、労働者の意

思によること、労使協定の締結により代替休暇を実

施する場合には、代替休暇に関する事項を「休暇」

として就業規則に記載する必要があることにも留意

しましょう。 

 

年末年始休業のお知らせ 
１２月２９日（木）～１月４日（水）まで休業いたします。休業

中のお問合せ等については１月５日（木）以降順次対応させてい

ただきます。よろしくお願い申し上げます。 


